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１．JILPTの最近の高齢者雇用に関する調査

○「高年齢者の継続雇用の実態に関する調査」(2006年10月実施）・・・「企業調査」
・改正高年齢者雇用安定法施行後の企業の60歳以降の雇用確保措置の状況や継続雇用制度の
整備状況等を把握
・鉱業、農林漁業等一部の業種を除く、全国の従業員300名以上の民間企業5000社が対象
・有効回収数1105社(有効回収率22.1%)

○「60歳以降の継続雇用と職業生活に関する調査」(2007年2月実施）・・・「従業員調査」
・従業員の継続雇用時の働き方や処遇等に関する希望や見通しを調査
・「高年齢者の継続雇用の実態に関する調査」の対象である、全国の300名以上の
民間企業5000社に勤務する57～59歳の正社員各10名の計50000名が対象
・有効回収数2671名（配布調査票に占める割合5.3%)

○「団塊の世代」の就業・生活ビジョン調査」(2006年10月実施）
・60歳台入りを始める「団塊の世代」の人々の就業や生活設計に関する希望や見通しを調査
・民間調査機関の郵送モニターのうち、①就業している広義の「団塊の世代」(昭和22～26年生まれ）
の男女3,000人、②就業している広義の「団塊の世代」の男性を配偶者に持つ女性2,000人を調査
対象。ただし、②の調査対象者は、①の調査対象者自身の配偶者ではない者とした。
・有効回答者①2,722人(回答率90.7%)、②1,782人(回答率89.1%)

２．「高齢者の就労促進に関する研究」(平成19～20年度）

・高齢者が意欲と能力を十分に発揮でき、年齢にかかわりなく働くことができる環境整備の在り方を研究
・平成19年度中間報告は、既存調査により、長期的に低下がみられる高齢者の就業率の変動要因を分析

３．JILPT高齢者研究からの示唆

高齢者の就業決定要因

・制度要因(年金、定年制）の影響が大きい
・従業員自身の意識と就業能力も影響
・企業の人事労務管理の影響も大きく、特に継続雇用の質的側面の課題が残る
・60歳以前の働き方の状況が影響(企業、労働者、双方の対応）

JILPTの最近の高齢者雇用に関する調査と
「高齢者の就労促進研究中間報告」からの示唆
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１．60歳以降の雇用確保措置

(1)60歳以降も社員を継続して雇用するための取り組み(複数回答）

(2)60歳に到達した社員のうち、どのくらいの人が60歳以降も継続して雇用されているか

企業の継続雇用制度の現状（「企業調査」）

91.3 

7.7 

2.4 

1.8 

0.9 

0.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

定年到達後の再雇用制度を導入している

定年到達後の勤務延長制度を導入している

定年年齢を60歳より上の年齢に一律に引き上げている

その他

特に行っていない

無回答

11.9 

5.7 

8.0 

13 3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 

10％未満

10％以上30％未満

30％以上50％未満

50％以上70％未満

ｐ２

２．継続雇用制度の適用状況(継続雇用制度導入企業）

(1)継続雇用制度活用の希望を確認する年齢(複数回答）

(2)継続雇用制度の対象者

13.3 

15.3 

16.9 

7.6 

12.3 

7.5 

1.6 

50％以上70％未満

70％以上90％未満

90％以上100％未満

全員

継続雇用のための制度を新設したばかりで対象者がいない

60歳到達者がいない

無回答

1.8 

3.2 

1.6 

3.7 

11.5 

69.3 

12.4 

1.8 

10.6 

1.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 

54歳以下

55歳

56歳

57歳

58歳

59歳

60歳

61歳以上

特に時点は決めていない

無回答

24.6 72.2 3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計

原則として希望者全員 継続雇用制度の対象者についての基準に適合する者 無回答
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(3)継続雇用制度対象者に関する基準の具体的内容（複数回答）

88.7 

83.5 

62.7 

57.4 

45.3 

29.2 

17.5 

15.7 

10.5 

8.6 

7.5 

1.1 

8 2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

健康上支障がないこと

働く意思・意欲があること

出勤率、勤務態度

一定の業績評価

会社が提示する職務内容に合意できること

会社が特に必要と認めた者

熟練や経験による特定の技能・技術をもっている

こと

現職を継続できること

専門的な資格をもっていること

定年到達時の社内における格付け

他の社員を指導・教育できること

定年到達前についていた役職

その他

ｐ３

(4)継続雇用制度の対象となる定年到達者のうち、制度活用希望者の割合(過去3年間平均）

(5)継続雇用制度希望者のうち実際に継続雇用される人の割合(過去３年間平均）

6.1 

4.9 

6.0 

12.0 

17.6 

16.8 

8.6 

17.8 

7.7 

2.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 

10％未満

10％以上30％未満

30％以上50％未満

50％以上70％未満

70％以上90％未満

90％以上100％未満

全員

制度を新設したばかりで活用実績がない

定年到達者がいない

無回答

63.7 

20.2 

7.5 

2.6 

3.8 

2.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

ほぼ全員

7割～9割

5割～7割

3割～5割

3割未満

無回答

8.2 

8.6 

その他

無回答
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３．継続雇用制度の具体的な内容（継続雇用制度挿入企業）

(1)継続雇用後の雇用形態(複数回答） （２）継続雇用における雇用契約期間(最も多いケース）

(3)継続雇用者の勤務形態(複数回答）

12.0 

83.4 

19.8 

1.8 3.1 2.4 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

正
社
員

嘱
託
・
契
約
社
員

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

常
用
型
の
派
遣
社
員

そ
の
他

無
回
答

1.4 4.5 

83.5 

6.0 2.1 2.5 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

６
ヶ
月
未
満

６
ヶ
月
以
上
１
年
未

満

１
年

１
年
を
超
え
る
期
間

期
間
を
定
め
な
い

無
回
答

89.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

フルタイム

フルタイムと勤務日数は同じで １日の勤務時間が短

ｐ４

(4)継続雇用者の勤務場所(複数回答）

22.2 

26.3 

18.7 

3.2 

0.5 

4.0 

2.0 

フルタイムと勤務日数は同じで、１日の勤務時間が短

い

フルタイムより勤務日数が少なく、１日の勤務時間は

同じ

フルタイムより勤務日数が少なく、１日の勤務時間も

短い

勤務日と時間帯を自由に設定するフレックス勤務

在宅勤務

その他

無回答

90.1 

24.1 

13.4 

12.0 

4.9 

2.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

通常、定年到達時と同じ事業所で、同じ部署

通常、定年到達時と同じ事業所で、異なる部署

通常、定年到達時と異なる事業所

密接な関係のある子会社・関連会社

その他

無回答
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(5)継続雇用後の仕事内容(最も多いケース）

(6)継続雇用者の社内における格付け(最も多いケース）

継続雇用制度における年収水準、賃金（「企業調査」）

４．継続雇用後の年収水準、賃金

(1)定年到達時の年収水準と比較した継続雇用後の年収水準

71.9 
2.0 

23.3 2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計

通常、定年到達時の仕事内容を継続 通常、定年到達時と異なる仕事内容

各人によって異なる 無回答

13.1 

13.2 

0.2 

60.0 

9.9 

3.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

定年到達時の格付けを継続

定年到達時より格付けが下がる

定年到達時より格付けが上がる

格付け制度の対象外となる

そもそも格付け制度がない

無回答

ｐ５

(2)継続雇用制度活用者の賃金水準を決める際に特に考慮した点(複数回答）

0.1 

6.5 

14.8 

44.4 

20.4 

8.2 

0.9 

4.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 

定年到達時の年収より多い

定年到達時の年収とほぼ同程度

定年到達時の年収の８～９割程度

定年到達時の年収の６～７割程度

定年到達時の年収の半分程度

定年到達時の年収の３～４割程度

定年到達時の年収の３割未満

無回答

48.0 

27.6 

27.3 

25.1 

17.0 

5.7 

5.3 

0.8 

5.8 

4.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 

定年到達時の賃金水準

高年齢雇用継続給付の受給状況

在職老齢年金の受給状況

業界他社の状況

担当する職務の市場賃金・相場

地域別最低賃金

初任給水準

退職金の受給状況

その他

無回答

ｐ５



５．高年齢者(50歳以上）の活用・キャリア・処遇（「企業調査」）

(1)高年齢社員の活用・キャリア・処遇に関する施策の実施状況

32.3 

28.1 

27.4 

22.8 

17.5 

17.2 

15.7 

14.7 

13.6 

11.6 

8.2 

7.1 

16.1 

26.4 

28.6 

21.2 

24.6 

25.2 

19.9 

21.6 

23.9 

23.8 

11.2 

31.1 

45.5 

39.5 

38.0 

50.0 

51.9 

51.7 

57.7 

57.4 

56.3 

58.1 

73.8 

55.7 

6.1 

5.9 

6.0 

6.1 

6.1 

6.0 

6.6 

6.3 

6.2 

6.5 

6.8 

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役職定年制・任期制

高年齢社員の体力に配慮した職務への配置

高年齢社員の健康状態の改善

作業環境の改善（照明、温度、湿度など）

新たな勤務シフト（短時間勤務など）の導入

退職準備プログラム、生涯生活設計セミナーの実施

機械器具や設備の改善

マニュアル・作業指示書の改善

専門職制度の運用

新たに必要な知識・技術・技能を習得するための教育訓練

他社への転職の紹介・あっせん

高年齢社員に適した仕事の開発

ｐ６

(2)高年齢社員とその活用に対する考え方

実施している 検討中である 実施も検討もしていない 無回答

42.1 

35.7 

22.5 

18.3 

17.3 

16.3 

15.1 

7.0 

3.1 

2.6 

44.9 

53.8 

52.1 

58.4 

53.9 

63.9 

44.2 

45.2 

21.1 

24.1 

7.3 

5.4 

17.4 

16.5 

21.6 

13.1 

25.8 

39.5 

47.7 

52.3 

1.8 

1.3 

3.8 

2.4 

3.0 

2.3 

10.6 

4.1 

24.0 

16.4 

3.9 

3.7 

4.2 

4.4 

4.2 

4.4 

4.3 

4.3 

4.2 

4.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

能力や体力に個人差が大きい

高い技能・技術や豊富な知識を持っている

技能・技術・ノウハウの継承のため不可欠な存在である

生計費の水準よりも個々人の能力や業績を優先して処遇す

べきである

病気や健康管理に特別の配慮が必要である

勤務態度や仕事振りがまじめである

比較的安い賃金で雇用できる

他の労働力が確保できても、高年齢社員を積極的に活用し

ていきたい

活用のためには再教育・再訓練が必要である

作業能力や能率が低い

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答
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(3)高年齢社員の雇用の場の確保や継続雇用措置の実施にあたっての課題(複数回答、「企業調査」）

39.6 

38.9 

24.5 

19.1 

14.3 

12.3 

11.2 

9.0 

8.1 

1.4 

2.1 

17 9

0.0 20.0 40.0 60.0 

高年齢社員の担当する仕事を自社内に確保するの

が難しい

管理職社員の扱いが難しい

継続雇用後の処遇の決定が難しい

高年齢社員を活用するノウハウの蓄積がない

若・壮年層社員のモラールが低下する

自社の子会社・関連会社に高年齢社員の雇用の場

を確保するのが難しい

人件費負担が増す

生産性が低下する

高年齢者の活用にむけた設備や作業環境の整備が

進まない

労働組合・従業員代表等の理解がなかなか得られ

ない

その他

特に課題はない

％

ｐ７

１．継続雇用時の状況についての会社側からの説明、年齢別状況

従業員の継続雇用制度等についての希望・見通し（「従業員調査」）

17.9 

4.3 

特に課題はない

無回答

23.8

24.6

27.8

32.5

36.6

42.6

46.2

45.2

15.7

15.5

15.6

18

25.4

27.4

30.1

31.7

12.1

12.1

12.6

15.5

21.1

21.7

26.7

27

0 10 20 30 40 50

企業年金受給の見通し

公的給付（年金・雇用継続給付）の受給見

通し

継続雇用後の仕事の内容

勤務場所

給与・賞与

勤務時間

就業形態

雇用契約期間

57歳

58歳

59歳
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２．継続雇用制度・雇用確保措置等をめぐる従業員のニーズと見通し

(1)継続雇用時の雇用・就業形態

(2)継続雇用時の勤務形態

1

1.8

8

71.1

11

0.6

0.4

5.9

29.6

56.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

派遣社員

パート・アルバイト

嘱託･契約社員

正社員

最も希望する働き方

最も可能性が高い働き方

5 2

13.4

65

8

17.7

51.2

短時間

短日数

フルタイム

ｐ８

(3)継続雇用時の勤務場所

0.7

0.1

2.2

5.4

5.2

0.2

0.3

7.8

8.1

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

在宅

フレックス

短日数+短時間

短時間

最も希望する働き方

最も可能性が高い働き方

2.3

2.6

5.6

15.3

65.8

1.2

1.6

4.9

10.5

74.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

子会社・関連会社

違う事業所

同じ事業所・違う部

署

同じ事業所・同じ部

署

最も希望する働き方 最も可能性が高い働き方
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(4)継続雇用時の仕事内容

(5)継続雇用時の賃金水準

10.1

30.5 31.4

9.7
5.2

0.31.8

12

33.9

23.1

15.7

0.7

0
5
10
15
20
25
30
35
40 最も可能性が高い基準

最低限希望する水準

20.6

70.9

15.7

77.4

0 20 40 60 80 100

現在と異

なる

現在と同じ

最も希望する働き方 最も可能性が高い働き方

ｐ９

(6)継続雇用時の年収水準

現
在
の
賃
金
の
３
割

程
度
以
下

現
在
の
賃
金
の
４
〜

５
割
程
度

現
在
の
賃
金
の
６
〜

７
割
程
度

現
在
の
賃
金
の
８
〜

９
割
程
度

現
在
の
賃
金
と
ほ
ぼ

同
程
度

現
在
の
賃
金
よ
り
多

い

6.8

27.6
31.6

14.8

7.3

0.81.4

10

31.6
26.5

19.1

0.8
0
5
10
15
20
25
30
35

現
在
の
年
収
の
３

割
程
度
以
下

現
在
の
年
収
の
４

〜
５
割
程
度

現
在
の
年
収
の
６

〜
７
割
程
度

現
在
の
年
収
の
８

〜
９
割
程
度

現
在
の
年
収
と
ほ

ぼ
同
程
度

現
在
の
年
収
よ
り

多
い

最も可能性が高い基準

最低限希望する水準

ｐ９



３．継続雇用制度や高齢従業員向け人事労務管理に対する要望

４．定年後の働き方についての意向

(1)定年後の就業自体に関する意向 　　（２）定年後収入のある仕事を続けたくない理由（複数回答）
(自社の定年が60歳で継続雇用制度が設けられている (定年後 収入のある仕事を続けたくないと回答した者）

8.7

11.1

13.2

17

17.3

19.4

25.1

27.6

38.7

29.5

38.3

45

54.5

54.7

55.9

54.7

56.8

46.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

会社による転職や独立開業の支援を一層充実させること

担当する仕事の内容や仕事の実績に見合う形で継続雇用者の処遇に

一層の格差をつけること

継続雇用者に短時間勤務や在宅勤務、フレックスタイムなどの勤務形

態を認めること

継続雇用の対象者についての基準を今よりも緩和すること

退職準備プログラム・生涯生活設計セミナーなどの内容を一層充実す

ること

継続雇用の対象者についての基準を今よりも具体的にすること

希望者全員が継続雇用されるようにすること

これまで培った技能・技術・ノウハウを活かせるように継続雇用者を配

置すること

継続雇用者の賃金水準を全般的に向上させること

非常に望んでいる 望んでいる

ｐ１０

(自社の定年が60歳で継続雇用制度が設けられている 　(定年後、収入のある仕事を続けたくないと回答した者）

(3)収入のある仕事から引退する時期についての意向

はい

74.4%

いいえ

9.7%

無回答

16.0%

50歳代

1.3%

60～64歳

52.8%

65～69歳

34.7%

70～74歳

3.9%

75～79歳

0.2%

年齢に関係なく

いつまでも働き

たい

4.8%
無回答

2.3%

15.9

4.8

11

15

22

55.1

0 10 20 30 40 50 60

その他

十分な年金や退職金がもらえる

から

これまでの技能・経験が通用しな

くなってきたから

親などの介護があるから

健康がすぐれないから

趣味やボランティアなどの社会活

動に積極的に参加したいから
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(4)定年後の自社での継続雇用の希望に関する意向
(自社の定年が60歳で継続雇用制度が設けられており、定年後も収入のある仕事を続けたい者）

(5)定年後現在の会社で継続して働きたくない理由(複数回答）
（定年後、現在の会社で継続して働きたくないと考えている者）

はい

79.7%

いいえ

15.3%

無回答

4.9%

21.3

21.6

25.4

39.2

職場の雰囲気や人間関係がよくないから

余剰扱いされるから

自分のやりたい仕事ができないから

継続雇用後の賃金が安すぎるから

ｐ１１

(6)継続雇用の見通し
(「既に会社側に継続雇用の希望を出した」または「まだ出していないが今後提出する予定」の者
（定年後の自社での継続雇用を望んでいる回答者の92.4%)）

14.2

3.7

6

17.9

19.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

その他

家業を継ぐ予定だから

独立開業したいから

継続雇用後の働き方に納得いかないから

他の会社に転職したいから

ほぼ確実に雇

用される

34.7%

確実とは言い

切れないが雇

用される可能

性が高い

55.7%

雇用される可

能性はあまり

高くない

7.5%

雇用される可

能性はほとん

どない

1.0%

無回答

1.1%
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「高齢者の就労促進に関する研究」平成19年度報告書(高齢者の就業実態に関する研究－高齢者の就労促進に関する研究中間報告-」概要

章 分析の視点位置づけ テーマ 分析利用データ 目的 主な結果・政策含意

・高齢者は賃金・年収の低下幅が大きいと同一企業への継続雇用を希望しない
・賃金・年収の低下幅が大きい場合、引退でなく他企業での再就職を希望する
・賃金より公的給付を含めた年収が継続雇用希望の選択により大きく影響
・賃金以外の就業条件も継続雇用希望に影響（「正社員以外希望」「フルタイム以外希
望」「他勤務場所希望」で希望形態が一致しないと同一企業への継続雇用を希望しな
い）

・継続雇用は量的には進展、質的側面は賃金面を中心に課題
・継続雇用の質の改善には、労働生産性の向上がポイントであり、仕事の開発、処遇の
見直し、モラール・アップ、能力開発、が重要

第６章「高齢者就業の促進に
向けた継続雇用の枠組みが
機能する要件」（JILPT藤本
真研究員）

需要分析
継続雇用の
枠組み

労働政策研究・研修機
構「高齢者の継続雇用
の実態に関する調査」
(2006)(個票）

高齢者の就業を促進する
継続雇用の枠組み

・対象範囲を限定せず高い処遇で雇用している企業は作業環境の整備や健康状態の
改善の取組みを進めている

第５章「高齢者継続雇用の実
態と課題」（職業能力開発総
合大学校岩田克彦教授）

需要分析

改正高年
齢者雇用
安定法施
行後の継
続雇用

継続雇用の
質

既存調査のサーベイ
継続雇用の質的側面の現
状と課題

第７章「就業条件の変化が高
年齢者の継続雇用に与える
影響－従業員調査に基づく
大幅な賃金・年収引き下げ効
果の測定－」(慶應義塾大学
山田篤裕准教授）

供給分析
＋需要

就業条件の
変化と継続
雇用

労働政策研究・研修機
構「60歳以降の継続雇
用と職業生活に関する
調査」(2007)(個票）

賃金低下等就業条件変化
の高齢者の就業決定への
影響の検証

・在職老齢年金、高年齢雇用継続給付の効果で年金の就業に対する抑制的影響は近
年小さくなっている
・60代前半の就業に伴う在職老齢年金一律2割削減の廃止により継続雇用希望率は
0.3％ポイント上昇と推計

第４章「高齢期夫の就労が妻
の労働供給を抑制している
か」（JILPT周燕飛研究員）

供給分析 個別論点
高齢女性の
供給行動分
析

高齢・障害者雇用支援
機構(高年齢者雇用開
発協会）「定年到達者等
の就業と生活実態に関
する調査」(2002)

高齢期夫の就労の妻の労
働供給への影響の検証

・夫の就業は妻の就業を抑制する関係になく両者はむしろ相乗効果がみられる
・夫の稼働所得、就労時間数は妻の労働供給に有意な影響を与えていない
・妻の就業率により大きく影響するのは、妻自身の年齢、健康状態、住宅ローンの有
無、夫の退職一時金の多寡である。

第３章「在職老齢年金、高年
齢雇用継続給付が高齢者の
継続雇用希望に及ぼす影
響」（JILPT浜田浩児副所長）

供給分析 個別論点
制度改革の
就業への影
響

労働政策研究・研修機
構「60歳以降の継続雇
用と職業生活に関する
調査」(2007)(個票）

最新時点での在職老齢年
金、高年齢雇用継続給付
の継続雇用希望への影響
の検証

・年金は就業にマイナスだが、近年ほど影響は小さい→就業抑制しない方向での改革
が必要
・市場賃金率は就業にプラス、60歳代後半で影響が大→市場賃金率を高める施策（在
職老齢年金制度改革、教育訓練）が重要
・定年経験は就業にマイナスだが、近年ほど影響は小さい→定年の廃止は今後の重要
な検討課題
・加齢効果が存在（就業にマイナス）、60歳代後半で大
・健康は就業にプラス
・大企業、小企業の就業経歴は高齢者の就業にプラス

第２章「60歳定年以降におけ
る雇用・不雇用の分岐点－
「自己選別」による雇用可能
性の事前診断－」(敬愛大学
高木朋代准教授）

供給分析 個別論点
就業希望、
就業可能性
の考察

労働政策研究・研修機
構「「団塊の世代」の就
業と生活ビジョン調査」
(2006)(個票）

就業希望と就業実現可能
性を分かつ要因の検証

・高齢者はこれまでと同じ仕事を希望
・就業・不就業の自発的選択は介護等家庭事情→介護問題への施策が必要　　　　　　・
リストラは就業意欲全体を減退させる、
・雇用・不雇用の分岐点は、本人の人的資源(高い職務能力）、定年到達までの職業
キャリアの(計画的な）歩み方→企業の施策として、長期的視点に立つ人材育成、従業
員に対し職業生涯の人生設計を促す、従業員の心理やキャリア全体に目配りした人的
資源管理が求められる

第１章「男性高齢者の就業決
定の規定要因とその変化：
1980～2004」(慶應義塾大学
清家篤教授・JILPT馬欣欣臨
時研究協力員）

供給分析 総論
長期的・全
体像の把握
(男性）

厚生労働省「高年齢者
就業実態調査」
(1980,1988,1992,1996,20
00,2004)(個票）

年金、市場賃金率、定年経
験、加齢効果等の就業へ
の影響の検証
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第1章「男性高齢者の就業決定の規定要因とその変化：1980～2004」
市場賃金率と厚生年金受給額に対する男性就業率の弾力性の推移

ｐ１３ｐ１３



第1章「男性高齢者の就業決定の規定要因とその変化：1980～2004」
定年経験要因の男性就業確率への影響の推移

男性・加齢効果(加齢に伴う就業確率の変化）の推移

ｐ１４

健康要因の男性就業確率に与える影響の推移

ｐ１４



第1章「男性高齢者の就業決定の規定要因とその変化：1980～2004」
企業規模要因(55歳時の企業規模）の男性60歳代の就業確率への影響の推移
(中規模(100～999人規模）企業を基準）
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第2章「60歳定年以降における雇用・不雇用の分岐点-「自己選別」による雇用可能性の事前診断
分析結果の要約

ｐ１６

自己選別のプロセス

(注）Rjp(Realistic Job  Preview　職務についての現実的な予告）

第３章「在職老齢年金、高年齢雇用継続給付が高齢者の継続雇用希望に及ぼす影響」
継続雇用希望率の弾力性
　 弾力性 変化幅(%)
減額前年金 -0.048 -0.035
在職老齢年金 0.021 0.015
高年齢雇用継続給付 0.022 0.016
(注）変化幅は説明変数の1％増加による継続雇用希望率の変化
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第7章「就業強健の変化が高年齢者の継続雇用に与える影響-従業員調査に基づく
　　　　大幅な賃金・年収引き下げ効果の測定-」
(定年到達後の就業状態に関する希望についての）多項ロジットモデル推計結果（年収水準モデル、限界効果）

dy/dx [Std. Err.] dy/dx [Std. Err.] dy/dx [Std. Err.]
有配偶者 0.002 [0.025 ] -0.015 [0.038 ] 0.012 [0.029 ]
経済的非自立な子ども有り -0.021 [0.014 ] 0.002 [0.021 ] 0.019 [0.016 ]
要介護者有り 0.010 [0.018 ] -0.043 [0.027 ] 0.032 [0.021 ]
健康状態（あまり）良くない 0.099 [0.029 ] *** -0.111 [0.035 ] *** 0.012 [0.023 ]
持ち家 0.003 [0.024 ] -0.002 [0.036 ] -0.001 [0.027 ]
現在勤務地が東京 -0.048 [0.014 ] *** 0.049 [0.024 ] ** -0.001 [0.020 ]
最終学歴：高卒 -0.031 [0.026 ] 0.047 [0.040 ] -0.017 [0.032 ]
最終学歴：短大・高専卒 -0.006 [0.035 ] 0.038 [0.048 ] -0.032 [0.033 ]
最終学歴：大卒・院卒 -0.016 [0.028 ] 0.015 [0.044 ] 0.001 [0.035 ]
勤続年数 0.001 [0.001 ] 0.001 [0.001 ] -0.002 [0.001 ]
予想年収水準：8－9割 0.019 [0.036 ] -0.148 [0.085 ] * 0.129 [0.087 ]
予想年収水準：6－7割 -0.001 [0.029 ] -0.127 [0.066 ] * 0.128 [0.065 ]
予想年収水準：4－5割 -0.023 [0.027 ] -0.171 [0.079 ] ** 0.194 [0.080 ]
予想年収水準：3割以下 -0.006 [0.036 ] -0.350 [0.125 ] *** 0.356 [0.137 ]
最長経験分野：管理・経営 0.038 [0.034 ] -0.018 [0.041 ] -0.020 [0.025 ]
最長経験分野：法務・経理 0.003 [0.037 ] 0.058 [0.044 ] -0.061 [0.023 ]
最長経験分野：総務・秘書 0.083 [0.058 ] -0.106 [0.070 ] 0.023 [0.047 ]
最長経験分野：情報システム 0.007 [0.052 ] -0.118 [0.088 ] 0.112 [0.077 ]
最長経験分野：営業・販売 0.059 [0.030 ] ** -0.051 [0.036 ] -0.008 [0.023 ]
最長経験分野：購買・物流 0.047 [0.048 ] -0.042 [0.057 ] -0.006 [0.035 ]
最長経験分野：研究・開発 0.010 [0.035 ] -0.014 [0.046 ] 0.004 [0.031 ]
最長経験分野：その他 -0.006 [0.025 ] 0.022 [0.035 ] -0.016 [0.025 ]
従業員数：300－499人 0.015 [0.036 ] 0.050 [0.044 ] -0.065 [0.026 ]
従業員数：500－999人 -0.011 [0.033 ] 0.099 [0.042 ] ** -0.088 [0.026 ]
従業員数：1000－2999人 0.039 [0.045 ] 0.024 [0.050 ] -0.063 [0.023 ]
従業員数：3000人以上 0.023 [0.050 ] 0.043 [0.054 ] -0.067 [0.021 ]
入社経緯：中途入社 0.011 [0.018 ] -0.040 [0.028 ] 0.029 [0.021 ]
入社経緯：出向転籍 0.027 [0.038 ] 0.005 [0.046 ] -0.033 [0.028 ]
正社員希望だが可能性低い 0.008 [0.028 ] 0.005 [0.039 ] -0.013 [0.029 ]
正社員以外希望で可能性高い 0.067 [0.036 ] * -0.051 [0.044 ] -0.016 [0.028 ]
正社員以外希望だが形態一致せず 0.116 [0.076 ] -0.180 [0.088 ] ** 0.064 [0.059 ]
正社員希望に関するその他 0.168 [0.138 ] -0.169 [0.140 ] 0.001 [0.068 ]
フルタイム希望だが可能性低い 0.031 [0.050 ] 0.019 [0.056 ] -0.049 [0.026 ]
フルタイム以外希望で可能性高い 0.043 [0.046 ] 0.007 [0.051 ] -0.050 [0.024 ]
フルタイム以外希望だが形態一致せず 0.086 [0.044 ] ** -0.101 [0.050 ] ** 0.015 [0.029 ]
フルタイム希望に関するその他 -0.067 [0.019 ] *** 0.130 [0.041 ] *** -0.063 [0.035 ]
同一勤務場所希望だが可能性低い 0.007 [0.053 ] -0.062 [0.091 ] 0.055 [0.081 ]
他勤務場所希望で可能性高い -0.005 [0.033 ] -0.057 [0.051 ] 0.062 [0.041 ]
他勤務場所希望だが形態一致せず -0.009 [0.030 ] -0.122 [0.053 ] ** 0.131 [0.049 ]
勤務場所希望に関するその他 0.011 [0.043 ] -0.208 [0.080 ] *** 0.197 [0.077 ]
同じ仕事内容希望だが可能性低い 0.028 [0.033 ] -0.002 [0.040 ] -0.026 [0.025 ]
異なる仕事内容で可能性高い 0.006 [0.026 ] -0.152 [0.052 ] *** 0.146 [0.048 ]
異なる仕事内容希望だが同じ可能性高い 0.031 [0.036 ] -0.181 [0.061 ] *** 0.150 [0.054 ]
仕事内容に関するその他 0.032 [0.060 ] -0.133 [0.092 ] 0.102 [0.079 ]
企業年金無し -0.019 [0.024 ] -0.048 [0.048 ] 0.067 [0.043 ]

Pseudo R2 0.1504
Log liklihood -809.89283

N 1356
各選択肢の割合（N＝1.00） 0.077 0.825 0.098

注： ***、**、* はそれぞれ１％、５％、10％水準で有意であることを示す。
出所：労働政策研究・研修機構（2007）『60歳以降の継続雇用と職業生活に関する調査』個票より筆者推計。

引退 同一企業継続雇用 他企業再就職
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